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（目　的）

第１条　この要綱は、公益社団法人熊本県トラック協会（以下｢協会｣という。）が行うＡＳＶ装置（車両総重量８トン以上の事業用自動車貨物自動車に係る被害軽減ブレーキ装置、ふらつき注意喚起装置、車線逸脱警報装置、車両横滑り時制動力・駆動力制御装置）（以下「装置」という。）装着に対する助成金（以下｢助成金｣という。）の交付に関して、必要な事項を定め、適正かつ円滑に事業を推進することを目的とする。

（対象装置）

第２条　助成の対象となる装置は、国の事故防止対策支援推進事業（先進安全自動車（ＡＳV)の導入に対する支援）の対象装置と同一とする。
（助成対象）

第３条　助成の対象は、前条に規定する装置をあらたに購入して取り付ける会員事業者（以下「事業者」という。）とする。

　　　　　２　一事業者につき５台を上限とする。

（募集期間）

第４条　４月１日から、２月末日まで（予算枠に達した場合はその時点まで）

（助成金の交付額）

第５条　助成金の交付額は、事業者が当該年度に新たに車両に装置を装着する場合、１車両あたり装置の取得価格の５分の１（上限３万円）とする。（助成対象）
（装置の装着）

第６条　助成金の対象となる装置は、当該助成金の交付を申請する日の属する会計年度の２月末日までに装着を完了し、支払いが終了するものでなければならない。

（交付申請・実績報告）

第７条　事業者は、助成金の交付を受けようとするときは、装置装着完了のうえ、車両登録後（新規登録）２ヶ月以内もしくは、当該年度の２月末日のいずれか早い日までに様式２の｢ＡＳＶ装置導入促進助成事業実績報告書（助成金交付請求書）｣、様式３の｢ＡＳＶ装置導入促進助成金申請内訳書｣及び｢車検証（写）｣、装置装着に支払った｢領収書（写）｣、「リース契約書（写）」を協会に提出しなければならない。

ただし、車両導入（登録）が１月以降になる場合は、車両登録前に様式１の「ＡＳＶ装置導入促進助成金交付申請書」に必要事項を記入の上、見積書並びに注文書を添え、当該年度の１２月末日までに熊ト協に提出しなければならない。

（助成金の交付）
第８条　ＡＳＶ装置導入促進助成事業実績報告書（助成金交付請求書）」の提出があったときは、速やかにその報告を審査し、その報告に係る事業の実施結果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、事業者に対して、助成金を交付する。

（申請の変更又は取下げ）

第９条　申請の変更又は取下げをするときは、事業者は、速やかに様式４の｢ＡＳＶ装置導入促進助成事業交付申請（変更・取下）届出書｣を協会に提出し、その指示を受けなければならない。

（助成金の返還）

第１０条　事業者は、関係法令等に従い、善良な管理者の注意をもって、導入した装置を管理しなければならない。

２　事業者又は交付の対象となった装置が、次に掲げる各号のいずれかに該当するときは、期限を定めてその返還を求めることができる。但し、当該装置が装着の日から起算して４年を経過したとき以降に発生したものについてはこの限りではない。

(１)　助成金の申請内容もしくはこれに付した条件、その他法令もしくはこれに基づく処分に違反したとき。

(２)　事故又は火災等により当該装置が使用できなくなったとき。

(３)　差し押さえ又は競売等により当該装置が使用できなくなったとき。

（財産処分の制限）

第１１条　事業者は、交付対象となった装置が４年を経過するまでの期間は、譲渡、交換、廃棄、他用途への転用、貸付又は担保（以下｢処分｣という。）に供してはならない。但し、あらかじめ協会の承認を得た場合はこの限りではない。

（その他必要な事項）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関するその他の必要事項は、協会が別にこれを定める。

（附則）

第１条　本要綱は平成２７年　４月　１日より適用する。
PAGE  

